
　固定資産台帳は、総務省「統一的な基準による地方公会計マニュアル（資産評価及び固定資産台帳

整備の手引き）」に基づき財務書類を作成するにあたり、市の資産状況の明確化及び他団体との比較

可能性を確保するために必要な情報を備えた補助簿として整備しています。

　この台帳は、市が所有する固定資産について、取得から除売却処分に至るまでの経緯を個々の資産

ごとに管理するための帳簿であり、従来の公有財産台帳の情報に加え、耐用年数、減価償却した価額

等の情報を網羅しています。

　対象となる資産は、一般会計等（一般会計及び学校給食センター事業特別会計、土地取得造成事業

特別会計、揖龍公平委員会事業特別会計、病院事業債管理事業特別会計）に係るものです。

　現在の固定資産台帳の状況は、下記のとおりです。 （単位：百万円）

区分 勘定科目 件数 取得価額
減価償却
累計額

期末簿価
老朽化
比率

事業用資産 6,969 98,501 41,321 57,180
土地 5,499 35,947 35,947
建物 　a 703 57,854 38,037 19,817
工作物 b 767 4,700 3,284 1,416
建設仮勘定 0

インフラ資産 42,865 167,542 101,208 66,334
土地 36,202 15,355 15,355
建物 　c 75 260 180 80
工作物 d 6,588 151,927 101,028 50,899
建設仮勘定 0

物品 e 1,047 2,702 2,213 489
計 50,881 268,745 144,742 124,003

ソフトウェア f 4 34 0 34
その他  g 0 - - -

計 4 34 - 34

50,885 268,779 144,742 124,037

9,184 217,477 144,742 72,735 66.6%

　※単位未満の四捨五入により金額が0円となる場合は、"－"と表示しています。
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